






これが 3･4 年次に早まり、5･6 年生については、評価の対象となる「科目」に格上げさ
れている。中学校では、授業を実際のコミュニケーションの場面とするため、英語で授
業を実施することを基本とする旨、明記された。また、4 技能のうち、「話すこと」につ











小学校 (450) 600 ～ 700
中学校 1,200 1,600 ～ 1,800
高校 1,800 1,800 ～ 2,500
計 3,000 ～ 3,450 4,000 ～ 5,000
ちなみに、筆者の調査から、毎年筑波大学に入学する新入生の受信語彙は、現状でも
おおよそ 5,000 語から 6,000 語程度と見積もっている（ここでの「語」とは、動詞の活




が 2020 年 1 月（2019 年度）の実施を最後に廃止され、記述問題を重視した「大学入
学共通テスト」に移行する予定となっている。さらに、英語については、「書く」「読む」
を含む 4 技能を評価できる民間の検定試験を国が認定し、これを各大学に提供する。こ
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（2017 年 7 月改訂）
I. 投稿規定
1.   本紀要は、筑波大学グローバルコミュニケーション教育センター日本語教育部門にお
ける教育および研究の振興、充実に資するために発行される。
2.   本紀要の名称を『日本語教育論集』とする（以下、『論集』と記す）。『論集』の刊行は、
原則として年 1 回とする。
3.   『論集』を刊行するために当該部門内に編集委員会を置き、投稿規定および執筆要項
の制定、原稿の募集、その他の編集業務は編集委員会の責任で行う。







　  (1) 当該部門に勤務する教員。
　  (2) 当該部門が開設する授業を担当する教職員。
　  (3) 編集委員会において特別に認められた者。
6.   原稿は、未発表かつ未投稿のものであること。すでに口頭で発表した内容に基づいて
いる場合、その旨を明記してあれば審査対象とする。
7.   論文および研究ノートの場合、単著の著者または共著の第一著者が提出できる原稿は
1 本とする。
8.   投稿者は、CITI Japan、eL CoRE 等の e-learning の研究倫理教育を投稿に先立って
5 年以内に受講していることとし、「誓約書」を編集委員会に提出すること。














15.  『論集』（PDF 版）は、つくばリポジトリにおいて公開される。
II. 執筆要項
1.   論文の分量は、論文概要、参考文献、注、図、表、付録を含めて 20 ページ以内とする。
制限枚数超過の際は、書き直しを求めることがある。査読結果によっては、採用を見
合わせるか、報告または研究ノートとして取り扱う。




4.   使用言語は、日本語もしくは英語とする。
5.   注は本文の後に一括すること（脚注にはしない）。また、参考文献は注の後につける
こと。
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